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1．　 は じめ に

　明治以降の 近代化 の 過程にお い て ， 日本の 家族 は大 きな変化 を経験 して きた 、 法律

的に は ， 明治民法の 制定は 家制度 の 確立 を ， 第 2 次大戦後の 新民法へ の 転換は 家制度

か ら夫婦家族制 （the 　 conjugal 　 family　 system ） へ の 転換を明文 化 した点 で ， 確 か に

二 大転機で あ り， 法に よ っ て イ メー ジされ た家族理念が その 後の 現実 の 家族の 動向に

大 きな影響をお よぼ した こ とは疑 い え ない （D
。 また明治以 降今 日まで 続い て きた技

術進歩 と経済の 成長 ， それ に と もな う社会経済の 変化が家族に お よぼ した影響もきわ

め て 大 きい
。 絶対的な豊か さの 増大，所得 ・資産の 平準化 ， 自営業 ・家族従業者中心

の 社会か ら被用者中心 の社会 へ の転換 （エ ン プ ロ イー化）， 産業 ・職業 の 非農化 ・ ホ

ワ イ トカ ラー
化の進行， 都市化， 社会移動の 増大， 地位の 非一貫性の 増大 ， 中流意識

の 支配 ， 高学歴化 ， 家事の 省力化 ，
V ス メ デ ィ アの 影響力の 増大 ，

モ
ー タ リゼ ーシ ョ

ン な ξは，家族の 拠 っ て た つ 社会経済的基 盤の 変化で あ っ た と同時 に ， 社会学的意味

で の家族 の 構造 と機能 に 著 しV 変化 を もた ら した もの と考え られ る。

　し か し なが ら明 治以 来の B本の 家族の 変化は その よ うな法的 ， 社会経済的基盤の 変

化 に とどま らな い 。 家族の 人 口 学的側面 もまた一
大変化を経験 して きた と言わ ざるを

え ない 。

　「夫 婦関係 を基礎 と した親子 ・キ ョ ウダイな ど少数の 近親者 を主要 な構成員 とす る

第 1 次的な福祉追求 の 集団」
（2）と定義 され る家族 に は少 な くと も 4 つ の 人 口 学的 な側

面が あ る 。 第 1 は家族形成 の 過程 と して の 結婚で あ り，人 冂学的 に は結婚の タ イ ミ ン
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グ と生涯未婚 の 割合が重要で あ る。 第 2 は家族の 拡大過程で あ り， 人 口 学的に は 出生

の タ イ ミ ン グ と完結 出生九 乳幼児死亡率が 重要 とな る。 第 3 は家族の 安定性 な い し

持続性で あ り， 人 口 単的に は家族成員の 死亡 ， 離婚が 重要で あ る 。 第 4 は家族の 人 口

学 的構造 として の 世帯の 規模 （成員数）と成員構成 （と くに 同居親族の 続柄別構成）

で あ る（3）
。

　本章で は明治以来今 日まで の わが 国家族の 人 口学的側面の 変化を以 上 4 つ の 側面 に

分けて 概観す るが ， その 際留意す べ き点を い くつ か 述べ て お こ う。

　第 1 に ，以 下の 議論 はほ とん ど1920 （大正 9 ）年か ら出発 して い るが ，
こ れ は ひ と

えに 第 1 回の 国勢調査が そ の 年に実施 され ， それ 以前 と以後で デ ー タの 精度が 全 く異

なる こ とに よる。 それ 以前 に つ い て は歴史人 口学の 領域 に入 り， 全国デ ータ に つ い て

確定的な こ とは なか なか 言 い 難 い の が 現状で ある （4）
。

　第 2 に ， 人 ロ デ ー タ に は コ ーホ ー ト観察に 基づ くデ ータ と期間観察に 基づ くデ ー タ

が あ る。 前者は ， あ る特定人 口集団 （多 くは同時出生集団）の 入 口現象 に つ い て 集団

の 発 生時か らの 年数ご とに （多 くは加齢と ともに ）観察 したデ ータ （例 えぼ コ ーホ ー

ト出生率）で あ り， 後者はあ る特定期間 （多 くは一
年間）の 人 口現象の 発生頻度 を歴

年で 観察 したデ
ー

タ （例 えば年次別出生率）で ある。 ただ しと くに 結婚 ， 出産に つ い

て は期間観察 に 基づ くデー タか ら仮設 （また は合成 ） コ ー ホ ー ト ・ デ ー タ　（hypo・

thetical 　 or 　 synthetic 　 coh 。 rt ） が 作 られ る こ とが 少 な くない （例 えぱ 合計特殊 出生

率）。 これ と実際 コ ーホ ー ト ・ データ との 区別をつ けて お くこ とが肝要で あ る 。

　第 3 に わが国の 家族の変化をみ る際に 国際比較の視点 は不 可欠で あ る 。 国際比較 に

よ っ て 日本の 家族の 変化の
一

般性と同時に特殊性 を理解す る こ とは ， 日本の 家族の 将

来像 を的確 に 占 う有力な方法 と考 え られ る。 第 4 に ， 家族の 変化 を長期 に 観察す る と

同時 に ， 最近の 変化 に は と くに 注 目す る必要が ある。 日本の 家族の 将来像は最近の 変

化に こ そ うか が え る と考え られ る か らで あ る 。

　表題の 家族変動と教育の 関係は双方的で あ る 。 家族の 人 口 学的側面 の 長期的変化 を

ひ き起 こ し た要因の ひ とつ は 教育 の 変化で ある 。 これ に つ い て は個 々 の 人 口学的側面

の 変化 を論ずる際 に若干ふ れ るこ とに な る。 逆 に ， 家族変動は子供 ， 青年に 影響を与

え る こ とに よ っ て 間接的 に教育 に影響 を及ぼすで あ ろ う。 これ に つ い て は最後の 節で

若干論ず る こ とに し た い
。

2 ． 家族形 成過 程の 変化

家族形 成の 過程 として の 結婚現象 に は，法的 ， 社会経済的，文化的側面 もある が ，
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こ こ で は人 口学的側面 と して の 結婚 （初婚 に限定す る）の タイ ミ ン グ と生涯未婚に つ

い て 検討ず る 。

　ある人 口 の 初婚の パ タ ー
ン を決め る の は ，   ある出生 コ ーホ ー

トの うち生涯結婚し

ない 人の 割合 （生涯未婚率）， 裏返せ ば少 なく とも一
度は 結婚 す る人の 割合， お よび

  初婚 の タ イ ミン グで あ る 。 歴史的に み る と，初婚 は出産 と分か ち難 く結びつ い て き

たため ， と くに 女子の 場合 に は ， 結婚年齢 は生理 的に 出産可能な年齢 （再生産年齢期

間 ， 人 口統計的に は 15〜49歳で 定義 され る ）に よ っ て 規定 され て きた。 そ こ で 生涯未

婚率は50歳時 の 未婚率 （ある い は45〜 49歳の 未婚率）で 測 るの が
一

般的で ある。 初婚

の タイ ミ ン グ に つ い て は部分的 vaは各年齢時の 未婚率 （又 は既婚率）をみ る こ ともで

きるが ， 全体 と して は初婚 の 年齢分布 をみ る必要が あ る。 初婚の 分布は正規分布曲線

に 近似して い るため ， その 形 を平均値 （平均初婚年齢）と分散 な い し標準偏差で 表現

す る こ とがふ つ うで あ る 。

　戦前か ら今 日まで 長期の 初婚の 変化を国勢調査の 年齢別未婚率デー タに基づ い て み

る と （表 1 ）， 戦前 （1920〜 1940年）に は男子の 20歳代 ， 女子の 15〜 24歳の 未婚率上

昇が著し く， 結果 と して 「未婚率に 基づ く平均初婚年齢 （SMAM ： singulate 　 mean

age 　at　marriage ）」（
5）も男子で 25．0歳か ら27．　2Whへ ，女子で 21．2歳か ら23．　3歳へ と上

昇 して い る 。 その 間， 生涯未婚率 は男女 と も 1〜 2％で ほ とん ど変化 し て い な い
。 同

じデ
ータを若干補 うこ とに よ っ て ， 出生 コ ーホ ー ト別 SMAM を計測す る こ と もで き

るが ， そ れ に よ る と1901〜05年出生 コ
ーホ ー トの SMAM は男子25．5歳，女子2玉．2歳

で ，男子は 1920年の 仮設 コ ーホ ー トデータに よる SMAM よ りも い く分高 くな っ て い

る（6）
。

　戦後 （1950〜 1985年）は ， 敗戦直後に 一時早婚化 したが ， 再び晩婚化過程に 入 り，

1985年 の SMAM は男子29．5歳 ， 女子 25．8歳に達 した 。 その 間 ， 生涯未婚率は い くぶ

ん上昇傾 向に あ る もの の ， 1985年で も男女 と も 5％以内に と どま る 。

　同 じ戦後の 初婚 の 動向を人 口動態統計 に よ っ て み る と（7） （図 1 ）， 夫 妻 と もに戦争

直後か ら1960年頃 まで 平均初婚年齢が上昇 し， 1960年代後半 に やや低下 した もの の そ

の 後は再び上 昇を続 けて 今 日に至 っ て い る 。

一方， 初婚年齢の バ ラ ツ キは戦争直後 に

や や高か っ た もの の ， その 後縮小 し ， 20年間 ほ どは大 きな変化が なか っ たが ，
1970年

代 半ぱ頃か ら今 日 まで 大 きく拡大 し て い る （8＞
。

　戦前か ら今 日まで の初婚の 変化は早婚 ＝ 皆婚 （early 　and 　 universal 　 marriage ） か

ら晩婚＝皆婚 へ の 変化 と特徴 づ け られ よ う。 1920年以 前の 初婚の 動向は それ ほ どは っ

きりし て い な い 。 明治初年 （1879年）の 甲斐国 （現 山梨県）の セ ン サ ス に よれ ば，生
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表 1　 年齢別に み た 未婚率 とSMAM の 推 移 ：1920〜1985年
（男子）

年 次 15〜19歳 20〜24歳 25〜29歳 30〜34歳 35〜39歳 40〜44歳 45〜49歳 50〜54歳 SMAM

192097 ．371 ユ 25．8 8．1 4．1 2．8 2．3 2．0 25．0

192598 ．272 ．625 ．0 7．1 3．4 2．3 L9 1．5 25．1

193099 ．079 ．728 ．8 8．1 3，9 2，4 1．8 1．5 25．8

193599 ，584 ，134 ．9 8，9 4，0 2．4 1，8 1．5 26、4

194099 ．690 ．942 ．010 ．3 4．4 2．7 2．0 1．5 27．2

195099 ．582 ．934 ．5 8．0 3．2 1，9 1，5 1．4 26，2
195599 ．990 ．241 ．1 9．1 3．1 1，7 1．3 1．1 27． 
196099 ．891 ，646 ．1 9．1 3．6 2，0 L4 1．1 27，4
196599 ．690 ．345 ．711 。1 4．2 2，4 ユ．7 1．3 27．4
197099 ．390 ．046 ．51L7 4，7 2，8 1．9 L5 27．5
197599 ．588 ．  48．314 ．3 6，1 3．7 2．5 1．8 27．6
198099 ．691 ．555 ．121 ．5 8．5 4．7 3．1 2．1 28，6
198599 ．492 ．160 ．428 ．114 ．2 7．4 4，7 3．1 29，5

（女子〉

年次 15〜19歳 20〜24歳 25〜29歳 30〜34歳 35〜39歳 40〜44歳 45〜49歳 50〜54歳 SMAM

192082 ．331 ．4 9．2 4．1 2．7 2．1 1．9 1．7 212

192585 ．929 ．6 7．8 3．5 2，3 1．9 1．8 1．4 21，2
193089 ．337 ．7 8．4 3．7 2．4 1，8 ユ，6 1、4 21，8

193592 ．544 ．9 11．1 4．0 2．4 1．8 1．5 1．4 22．5

194095 ．753 ．5 13．5 5．2 2．9 2．0 1．6 1．3 23，3

195096 ．655 ．3 15．2 5．7 3．O 2．0 1．5 1．2 23，6
195598 ．366 ．520 ．6 7．9 3．9 2．3 1．7 1．2 24．7

196098 ．668 ．321 ．6 9．4 5，5 3，2 2．1 1．7 25，0

196598 ．568 ．119 ．0 9．0 6，8 4，7 3．0 2．1 24，8

197097 ．871 ．6 18．1 7．2b 5，8 5．3 4．0 2．7 24，6
197598 ．669 ．220 ．9 7．7 5．3 5．0 4．9 3．8 24，5

198099 ．077 ．724 ．0 9．1 5．5 4．4 4，4 4，4 25，1
198598 ．981 ．430 ．610 ．4 6，6 4，9 4．3 4．4 25，8

（出典）総務庁統計局 『国勢調 査 』

涯未婚率 は 1920年 と ほぼ同様で あ り，
SMAM は男女 と もや や低 か っ た （9）

。 また 宗門

人 別改帳に よ る江 戸時代農村の 平均初婚年齢 を
一

般化す る こ とは難 しい が ， 関東以西

の 農村で は 1920年 とそれ ほ ど大 きな違 い はなか っ た もの の ， 東北 日本で は相当に 低か

っ た もの と考 え られ る。 したが っ て 少な く とも明治期以前 も早婚 ＝皆婚慣行が 支配的

で あ っ たが ， 明治以 降緩や か に 平均初婚年齢の 上 昇がみ られ た もの と推測 され る（10）
。

　江戸 ・ 明 治期 の 早婚 ＝ 皆婚慣行の 存在 は ， 高 い 乳児死亡率 の下 に お け る農家の 後継

者確保 の必要性に よ っ て 説明で きよ う。 明治期以降の 晩婚化の 理 由は ，

一
般化 して い

えば初期に は乳 幼 児死 亡率 の 低下 に よ り農村 に お ける早婚の 必要性 が 低下 した こ と ，

加え て 産業化 に と もな う非農部門の 雇用機会の 増大，就学年数の 伸長 ， 農村か ら都市
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　 　　 　　 　　 　　 　 年　　　 次

（出典 ）厚生省大臣官房統計情報部 『
人 口動態統計 』各年

　　　　　 図 1　 平均 初婚年齢 の 推 移

へ の 移動の増大 と都市化 ， な どが挙げ られ よ う。

　国際比較的 に は， 江戸 ・ 明治の 早婚 ＝ 皆婚 パ ター
ン は産業化前の 非西欧社会に共通

す る もの で あ り， 明治以 降の 結婚パ ター ン の 変化 は非西欧社会 に お い て 経済発展 を遂

げつ つ ある い くつ か の 国 ・地域 （韓国 ， シ ン ガ ポール
， 台湾 な ど）に 共通す る。 西欧

諸国で は 16世紀頃か ら1930年代 まで 続 い た晩婚 ＝ 非皆婚パ タ ーン が ， そ の 後急速に早

婚化 ， 皆婚化 して い っ た（11）
。

　1970年代初期 か ら今 日まで の初婚パ タ ー
ン の 変化は注 目に値す る 。 1975〜 85年の 10

年 間 に 男子で は と くに 20代後半 か ら30代 ，女子で 綜と くに 20代の 未婚率が急 ヒ昇 して

い る 。
1989年の 労働力調査 か らみ る と， 少な く とも女子 に つ い て は 1985年以 降 も未婚

化 （シ ン グ ル 化）が か な り進行 し て い る。 か りに 1980 〜 85年の 未婚率の コ
ー

ホ
ー

ト変

化率を一定 とす る と， ユ961〜 65年出生 コ ーホ ー トの 男女 の生涯未婚率は各 々 17．8％ と

9．0％ へ 急上昇す る こ とに な る（12）
。 す なわ ち ， 今 日の 日本は 単 に若者 の シ ン グ ル 化 ，

晩婚化が進んで い るだけで な く晩婚 ＝ 皆婚社会か ら晩婚 ＝ 非皆婚社会へ の 岐路に さし

か か っ て い る と も言 え る 。

　最近 の 未婚化 ・晩婚化の 原因 と し て は ，   男子に つ い て は適齢期人 口性比 の不均衡

（男性 の 結婚難），   女性の 高学歴化 ，   女性の 雇用機会 の 増大 ，   男女の 結 婚観

家族観の ギ ャ ッ プ
，   緒婚適齢期 規範の 弱体化 ，   配偶者選択 の 機会の 乏 し さ ， な ど

が 挙げられ る（13）
。
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　西欧諸国で も1960年代申頃か ら今日まで 再び晩婚化が進行 しつ つ あるが ， 初婚年齢

の 上昇 は必ず しも男女の 同居開始年齢の上 昇を意味 しな い 。 こ の 時期 に結婚前の 同棲

（cohabitation ）の 普及が 著 し い か らで あ る 。 こ の 点 日本で は同棲はほ とん ど普及 して

お らず ， 初婚年齢 の 上 昇は そ の まま同居開始年齢の 土昇を表す もの と考 え られ る（14）
。

3． 家族拡大過程の変化

　結婚に よ っ て 生まれ た 「生殖家族 （family　 of　procreati・n ）」 は 子供の 出産に よ っ

て 拡大 して い く。 もちろん 家族 （あ る い は夫 婦）の 生存子供数は ， 出生 子供数 と死亡

子供数の 差で あるか ら， 乳幼児死亡率の 変化の 影響 も受 ける 。

　家族 （あ る い は夫 婦）の 出生 子供数の 測定はそれ ほ ど容易で は ない
。 結婚が 死亡 ，

死別 ， 離婚に よ り中断す る場合が 少な くは な く， 再婚の ケ ー ス もあ り， さらに は結婚 し

ない で 子供 を生む者 もあ るか らで ある。 平均出生子供数を測定す るひ とつ の 方法は ，

人 口 動態統計 に よ り， 配偶関係 に係 わ りな く 1人の 女子が再生産年齢期間の 最後まで

に生む子供数 ， す なわ ち完結 出生力 （completed 　fertility）をみ る こ とで あ る。
こ れ

に つ い て は期間観察デ ータ （仮設 コ ーホ ー トデ ー タ ） と コ ーホ ー ト観察 デー タが あ

る。 もうひ とつ は ， 回顧的調査 に よ っ て 再生産年齢期間の 最後に ある有配偶女子の 出

生子供数 （夫婦 の 完結出生力）を知 る こ とで あ る 。

　まず期間観察デー タ （仮設 コ ー ホ ー トデ ータ ） と して の 合計特 殊出生率 （total

fertility　 rate ）の 推移 をみ る と （図 2 ）， 戦 前 に つ い て は 1925 （大正 14）年 の 5．　11人

か ら1940 （昭和 15）年の 4．　11入 まで 平均で 1人減少 して い る。 戦後 は ベ ビーブーム で

1947 〜 49 （昭和 22〜24）年 に 4 人 を大 き く超 えたが ， その 直後に 急低下 し， 1957 （昭

和32）年 tcZ　2．　04人 に 達 し た 。 そ の 後は ほ ぼ 2．0〜 21 人 の 水準を続けて い た が， 1974

（昭 和49）年 に人 口 置換水準 （replacement 　 level）で あ る2．　1人 を割 っ て 以 来お お む

ね低下傾向に あ り， 1989 （平成元 ）年に は1．57入 と史上最低値を記録 した 。

　同 じ推移を実際 コ
ーホ ー

トの 完結出生力で 追 っ て み る と
，
1907〜 11 （明治40〜44）

年生 まれ の 女子 コ ーホ
ー

トは平均4．　24人 の 子供 を生ん だが， その 後は しだ い に 低下 し

て 1931〜 35 （昭和 6〜 10＞年生 まれ の 女子 コ ーホ ー
トの 2．08人 に達 した 。 以後 ， 1989

年時点で ほぼ出生力 を完結 しつ つ あ る 1946 〜 50 （昭和21 〜 25）年生 まれ の 女子 コ ーホ

ー トまで は大 きな変化はみ られ な い 。 た だ し， それ以 後の コ ーホ ー トの 出生力は 1989

年時点で 未完で あ る。

　 も うひ と つ 夫婦 （有配偶女子）の 完結出生力の 推移 を み る と （表 2 ）， 1901〜 05

（明治34 〜 38 ）年以 前の 出生 コ ー ホ ー トで は ほ ぼ 5 人 で あ り， それ が しだ い に低下 し
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5

4

3

合

計
特
殊
出

生

率

2

　 1
　 1925　　　1935　　　1945　　　1955　　　1965　　　1975　　　1985
　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 年　 　　次

（出典）合計特殊出生率 は入 口 問題研 究所 『人 日統計資料集』1989年 。

　　　 コ
ー

ホ
ー

ト完結 出生 力は 岡崎陽一『
人 目 統計学 s 古今 書院 1986

　　　 年の 掲載表に，筆者が 1980， 1985， 1989年デ ータ を追加 。 コ

　　　
ーホ ート完結出生 力は 5年 ご とで計算 され，そ の コ

ーホー
ト

　　　の ほ ぼ 30歳時 で 表示 して ある。 最新 の デ
ー

タは 1956〜60年出

　　　生 コ ーホート （ただ し未完結 の 部分 は最新年次の デ
ータ で 補

　　 　 完）。

　　　図 2　合計特殊出生率 と コ
ー

ホ
ー

ト完結 出生 力の 推移

て 1933 〜 37 （昭和 8 〜 12）年出生 コ
ー

ホ
ー

トで は 2．2人 とな り， 以後や や減少気味な

が ら1943 〜 47 （昭和 18〜 22）年出生 コ ーホ
ー

トまで 大 きな変化は な い 。

　以 上 ， 3 つ の デ ータか らは明治，大正期に 結婚 ・ 出産適齢期 を迎 えた女性 （その 大

部分は結婚 をした）は 1人平均少な く とも約 5人の 子供 を生ん で い た こ とが 分か る。

宗門人 別改 帳 に よ る江戸時代 後期の 夫婦の 出生子供数 に つ い て は部分的なこ と しか 分

か っ て い ない が ， 平均で 5 人を超 える こ とは少 なか っ た よ うに 思われ る 。

　 1 人 の 女子当 た りの 生存子供数 （た とえば子供が 20歳時 とす る）は明治か ら大正 に

か けて 増 えて い っ た と考 え るの が 自然で あ ろ う。 か りに ， こ の 時期 に 1人当た りの 出

生子供数 に 変化が なか っ た と し て も，乳幼児死亡率の 低下 に よ っ て 生存率が 高 ま っ た

か らで あ る 。 江戸時代後期 は 人 口 増加が あ ま りなか っ た とされ ， 明治 ， 大正期 に人 口

増加 率が年率ユ，5％ まで 高ま っ た の は ， ミク ロ の 観点 か らは 1 人 当 た りの 生 存子供 数

が 増加 した こ とを意味す る。

　大正 か ら昭和に か けて 合計特殊出生 率が低 下 して い るが ， こ れ は主 と して 戦前の 晩

婚化 に よ る もの で あ る 。 戦後の 合計特殊出生率の 急低下は もっ ぱ ら夫婦の 出生抑制努

力 に よ る もの で ，年齢的 に み る と30代後半以降の 出生率が 急低下 し，子供数で み ると
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表 2　 夫 婦の 完結 出生 力 の推移

調　査 年　　齢 出生子供数別有配偶女子割合 （％） 平 均 出 生
出生 コ

ーホ ー
ト

年　次 階　　層 無子 1 人 2入 3 人 4 人 以上 子供数 （人 ）

1890年以前 195060 歳以上 11．86 ．86 ．68 ．066 ，8 4．96
1891〜1895 195055 〜5910 ユ 7．36 ．87 ．668 ．2 5，07
1896〜1900 195050 〜549 ．47 ．66 ．98 ．367 ．8 5．03
1901〜1905 195045 〜498 ，67 ．57 ．49 ．067 ．5 4．99
1906〜1910 ユ95040 〜448 ．07 。68 ，010 ．066 ．3 4．73

1911〜1915 196045 〜497 ．17 ，99 ．413 ．861 ．8 4．18
1916〜1920 196040 〜446 ．97 ．813 ．922 ．548 ．9 3 −50

1921〜1925 197045 〜496 ．99 ．224 ．529 ．829 。6 2．65

1926〜1930 197040 〜446 ．41L837 ．628 ．715 ．5 2．43

1928〜1932 197745 〜493 ，611 ．047 ，  29．09 ．4 2．33

1933〜1937 198245 〜493 ．610 ．854 ．225 、75 ．7 2．21

1938〜1942 198745 〜493 ．610 ，355 ．025 ．55 ．5 2．20

1943〜1947 198740 〜444 ．410 ．155 ．126 ．3 4．2 2．16

（出典） 1950年，60年お よび 1970年 は 国勢調 査 ， 1977年は 第 7次 ， 1982年 は 第 8 次，

　　 　 1987年は 第 9 次出産力調査 （人 口 問題 研究所〉の 結果 。

4 人以上 の 子供 を もつ 夫婦が激減 した 。 1950年代後半以 降に結婚 ・出産適齢期 に 入 っ

た夫婦か らは 2 〜 3 人の 子供 を もつ 者が 約 8 割 を占め た 。

　戦前， 夫婦 の 間で 出生抑制 （中絶 あ る い は 避妊）が 意 図的 に 行われ る こ と は少 な

く， ほぼ自然出生力 （natural 　 fertility） が 支配 して い た と考 え られ る が ， 戦後 わ ず

か 15年足 らずの 問に抑制出生力 （controlled 　fertility） へ と転換を遂げ7c　（15）。 西欧諸

国の 多 くが こ の よ うな転換 を経験 し たの は 1870年代 か ら1930年代 に か けて で あ る 。 出

生力転換は も っ ぱ ら夫婦 の 間で の 出生抑制努力 （主 と して避妊）に よ る もの で ， こ の

時期 に 結婚パ タ ー ン の 変化 は ほ とん どなか っ た。 西欧諸国の 出生率は 1930年代 にお お

むね人 口 置換水準 （replacement 　level）を下回 っ た 。

　戦後わ が 国の 自然出生力か ら抑制出生力へ の 転換の 理由は ， 直接的に は敗戦の 混乱

期 に お ける優性保護法 の 成立 （1948年）に よ っ て 人工 妊娠 中絶が実質的 に 自由に な っ

た こ とに求め られ る 。 ただ し出生抑制 の 動機 はすで に 潜在 的に は戦前か ら醸成 され て

い た とみ る べ きで
， 明治以降の 乳幼児死亡率の低下 に よ り少産で も 「家」 の 後継者の

確保が 容易に な っ た こ と ， 非農化 ，
エ ン プ ロ イー

化 に ともな い 親 に と っ て の 子供の 価

値 （と くに労働力価値 ）が 減少 した こ と， 都市化 ， 義務教育制度の 定着に よ り子供 の

養育 コ ス トが 上 昇 した こ と ， な どが重要 と考え られ る 。 こ の よ うな社会経済変化が 進

ん だ に もかか わ らず，戦前は出生抑制 に 対す る法的 ， 道徳的規制が 強 く出生抑制の 潜

在 的動機は ほ とん ど満た され なか っ たの で はない か と推測 され る（16）
。
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　戦後は， これ に敗戦に よ る出産道徳の ア ノ ミー化，経済生産力低下に よ る絶対的 ・

相対的窮乏化 ， 各種 の 「民主化」立法 に よ る大衆の 生活改善意欲 の 増大 な どが 加わ

り， 世界に 類をみ な い 速 さの 出生力低下 と なっ たもの と考 え られ る。

　 1974年以降の 合計特殊出生率 の 低下 と最近 の コ ーホ ー ト完結 出生 力あ る い は央婦の

完結出生力 の安定性iの間 に は大 きなギ ャ ッ プが あ る 。 こ れ は ， 最近の 合計特殊出生率

の 低下が ， 主 と して 第 2 節で 述 べ た20歳代女子 に お ける末婚率の 上昇 に よる有配偶率

の 低下 の ため だか らで ある（17）
。 出生率が低下 した こ の 十数年間 ， 若者の 未婚期間の

長期化 ， 結婚年齢の 上 昇が続 き， 20歳代の 出生率が大幅 に低下 して きた 。 30歳代の 出

生率は，晩婚化 に ともな う晩産化 （出産の 高年齢化）に よ っ て 上 昇傾向 に あ るが ， と

て も20歳代 の 出生率低下を補 え ない 状況 に ある 。

　今後の 合計特殊出生率な らびに コ ーホ ー ト完結出生力の 水準を左右す る人 口 学的条

件 は ，   未婚化 ， 晩婚化が ど こ まで 続 くか ，   20代 の未婚率上昇が 30代の 未婚率上 昇

を通 じて 生涯未婚率 の 上 昇 vaつ なが る か ，   晩婚化 が結婚後 の 出生 力を低下 させ る

か ，   欧米諸国の よ うに 同棲が増加 し未婚者の 出生力が上昇す るか ， の 4 つ で ある。

今日の 状況で は  は全 く不明で あるが，女性の 高学歴化， 社会進出の 勢 い か らみ る と

  ，   の 可能性は 高 く ，   は 当面起 こ りそ うもな い 。 結論的 に は ， 期間出生率はまだ

しぼ ら く低迷 し， 今後の コ ーホ ー ト完結 出生力 も 2人 をか な り下回 る可能性が ある 。

　西欧諸国で は， 第 2 次大戦後長期の ベ ビーブー ム が 続 い たが 1960年代半ば か ら出生

率が〜斎に 低 下 を始め ，正970年代 に は人 口 置換水準を割 り低下を続 けた 。 1980年代 に

な っ て ， 出生率が 上 昇に転 じた国 （例 えば ス ウ ェ
ーデ ン

，
ノ ル ウ ェ

ーな ど）， 低 迷を

続け る国 （西 ドイ ツ ，
ベ ネ ル ッ ク ス 三 国な ど）， 低下 を続け る国 （イ タ リア ，

ス ペ イ

ン ）な ど多様化 し つ つ あ る。 西欧諸国 の 最近の 出生率低下は ， 主 と して 夫婦の 出生子

供数の 減少 （DINKS や 1人 っ 子 の 増加）に よ る こ と に 加 え ， 同棲 の 増加 ， 近代的避

妊法 （ピ ル
， 不 妊手術）の 普及が低 下 の 要因 として 働 い て い る点で は 日本 と異な る

が ， 晩婚化 ， 女性の 高学歴化 ， 女性 の 職場進出 ， 子供の 養育 コ ス トの 上 昇な ど共通す

る面 もあ る（18）
。

4． 家族の 安定性 （継続性）の変化

　家族 の 安定性を夫婦 ・親子関係 な どの継続性 とす る と， それ は もっ ぱ ら死 亡率 と離

婚率 に よ っ て 左右 され る 。 例 えば ， 夫25歳， 妻20歳で 結婚 した夫婦が金婚式 を迎 え ら

れ る確率 は死亡率 と離婚率 に よ っ て 決め られ る 。 また ，
そ の 夫婦の 問に 生まれ た 女児

が 10歳で 孤 児 に な る確率は， も っ ぱ らそ の 時代 の 死亡 率に よ っ て 決 め られ る 。
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　わが 国の 死亡率は 明治以来今 B まで 順調 に低下 して きた 。 平均寿命は 1870年の 35歳

前後か ら（19）
， 1921〜 25年の 42〜 43歳 （前者は男子，後者は女子），

1930年代半 ばに は

47〜50歳 とな っ た。 第 2 次大戦の 混乱期の 後寿命は急激に 上 昇， 1960年に は65〜70歳

とほぼ先進国水準に達 した 。 その 後 も寿命 の伸 びは 続 き男子 は 1986年 に は75歳 を， 女

子は 1984年に 80歳を超え ，
1989年に は男子75．　9歳 ， 女子81．8歳 と文字通 り世界の 最長

寿 とな っ た 。 同 じ現象を ， 出生か ら成人 （20歳）， あ る い は65歳 まで の 生存率の 変化

で み る と ， 1870〜 1989年 に 20歳まで の 生存率は 60％前後か ら99％に ，65歳まで の 生存

率は25％前後 か ら男子80％強 ， 女子90％強 へ と上 昇 し た 。
こ の よ うな死亡率 の 低下

（生存率の 上昇）は 家族の 継続性の増大に 大 きく寄与 した 。 例 えば ， 前述の 「孤児 に

な る確率」 は明治初期か ら今 日 まで に ， 10万人 当た り705人か ら 3 人 へ と低下 した こ

とに な る（20）
。

　他方 ， 離婚率の 変化は死亡率ほ ど単線的で は な い
。 明治初年の 高離婚率時代 か ら始

ま っ て 戦前 は離婚率の 低下 が続 い た 。 人 口 千人 当 た りの 離婚率は 1883年の 3．39か ら

1943年の 0。68まで 低下 した。 戦争直後 は一
時的 に上 昇 したが ， 再び低下傾向が続い た

（1947〜 63年に 1．02か ら0．73に低下 した）。 しか るに 1963年を境に 離婚率は土 昇 に 転

じ，
1983年 に は 1．51 とな っ た （し か し， そ の 後は 1989年の 1．29 まで は低 下 が 続 い て い

る）。

　欧米諸国 の 場合に は 1930年代 は 日本 とほ ぼ同水準で あ っ たが ， 第 2次大戦後 の 一時

的急騰期 を経て 1960年代半ばか ら上 昇 を始 め 1980年代 に は 日本の 水準を大 き く上回 っ

て い る （西欧諸圜の 多 くは最新年次 の 人 口千人 当た りの 離i婚率が 2．0を超 え ， 米国 は

5．　orc近 い ）（
21）

。

　1960年代半ばか らの 離婚率上昇の 理 由の うち ， 日本な らびに 西欧諸国 に共通す る の

は女性の 社会経済的立場が強ま っ た こ とで あろ う。 女性の 高学歴化 ， 雇用労働市場 へ

の 進出，母子家庭の経 済的保障の拡大 な どが ， 女性 の側 か らの 離婚請求 を容易 に した

もの と考 え られ る 。 西欧諸国の 場合 に は ， さらに   宗教の 力が弱 ま っ た こ と （世俗

化），   個人 主義的価値観が 強ま っ た こ と ，   法律の 面 で は 「結婚非解消主 義」 か ら

「解消主義」 へ の 変化 ，
「有責主義」 か ら 「破綻 主義」 へ の 変化 などが指摘で きよ う。

　さて 死亡率の 低下 （生存率の 上昇） と近年 の 離婚率の 土昇 は夫 婦の 継続性 に どの よ

うな影響 を与え たで あ ろ うか
。

こ の 問題 を，
「結婚解消表 （marriage 　 dissolution　 ta −

bie）」，す なわ ち一
定数 の夫 婦が結婚後 ， 夫 死亡 ， 妻死亡 ， 離婚 の 三 つ の 理 由で 減少

して い く過程 と して 表 した仮設 コ ーホ ー
トモ デ ル に よ っ て眺 め て み よ う。 わ が国で こ

れ まで に 作成され た結婚解消表に よ る と（22）
，

1935年の 結 婚時 の 平均結婚余命 （結婚
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表 3　 結婚年数別結婚残存数 （lx）と平均結婚余命

年　次 」｛5） 」（10） 」〔25） ♂（50） 平均結婚余命

1935年 89．3％ 81．1％ 57．3％ 8．3％ 27．85年
1955年 92．4 87．9 74．5 20．0 35，32

1970年 93．3 89．5 79，0 25．0 37．73

1975年 92．9 89．0 79，3 29．0 38，64

1980年 92．5 88．0 77．0 29．0 38．03
1985年 91．8 86，9 74．3 30，3 37．41

（出典）金子武治 ・他
「
結婚 の 生 命表 ：昭和 50年 ， 55年，60年 」

　　　 『人 口 問題研究』 187号 ，
1988年 ， pp．57−66．

衷 4　 多相 生命表 モ デ ル に よるラ イフ サ イ クル 諸変数 の 変化

ライ フ サ イ クル 変数
男　　子 女　　子

1965年 1980年 1985年 1965年 1980年 1985年

生涯離婚確率　（％）

離別者再婚確率 （％）

死 別者再婚確率 （％）

平均死 別期 間　（年〉

8．288

．93

．89

．82

13．475

．24

．89

．63

16．071

，7
　 3．610

．21

　 9．646

．2

　 0．116

．36

13．763

．6

　 0．615
，65

15．860
．0

　 0．515

，67

（出典）高橋重郷
「
死亡率 の 変化 とそ の ライ フ サ イ クル へ の 影響 ：結婚 の 多相生 命表 モ デ ル に よ

　　　 る分析 」
『
人 口 問題研 究』 45−1号，1989年 ， pp．19−33の 表 1 か ら抜粋 。

の 平均継続年数 ）は 27．　85年で あ っ たが ， 正955年 に は 35．　32年に 大 きく上昇 ， 1975年 に

は38，64年 に達 した （表 3 ）。 その 後 は若干低 下 し 1985年 に は 37．41年 とな っ た 。 戦前

か らの 平均結婚余命の 伸びは死亡率の 低下 に よ る もの で あ るが ， 最近の 縮小 は死亡率

低下の 効果が離婚率の 上昇 に よ り相殺 され た結果で あ る 。 ち なみ に 金婚式 （結婚 50

年）を迎 え る こ との で きる夫婦 は ，
ユ935年の 8．　3％か ら1985年の 30．3％へ と大幅 に 上

昇 した 。

　結婚解消表で は初婚者が 死別 ， 離別後 に再婚す る過程が考慮 され て い ない 。 また結

婚が出発点で あるため ， 夫妻別の ライ フ コ ー ス の 違い と変化 を表現す る こ とはで きな

い
。 最近に な っ て 男女別 々 に

， 出生に 始ま る未婚状態か ら初婚に よ っ て 有配偶へ
， 有

配偶 か ら死別 あ る い は離別 へ
， 死 別あ る い は離別 か ら再婚 に よ っ て 再び有配偶へ ，

各 々 の 状態 か ら死亡 へ
， と い う各配偶関係 と死亡状態 の 間 の 移行確 率を計測 し，未

婚 ， 有配偶 ， 離別 ， 死別 ， 死亡 の 5 つ の 状態間 の 生涯に わ た る変化を仮設 コ ーホ ー
ト

的 に多相生命表モ デ ル を用 い て 表現す る研究が試み られ つ つ あ る（23） （表 4 ）。

　今 の とこ ろ 1965 〜 85年の 比較 しか 可能で な い が ， こ の 期間に   男女 と も生涯離婚確

率 （一定数の 初婚者が 生涯に 1 度は離婚を経験す る確率）は 大 き く上 昇 して い る （男

子は8．　2％か ら 16．　0％ へ
， 女子 は 9．6％ か ら 15．8％ へ ）。   再婚確率 は 死 別者 で 著 し く
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表 5　 人種 ， 出生 コ ーホー ト別米 国女子の家族動態 の 変化

       

出生 コ
ーホー

ト 初 婚 が 離 婚 離 婚 後 の 死 別 後 の 平 均 寡 婦

に 終 わる確率 再 婚 確 率 再 婚 確 率 期 間 （年）

白 人

1905〜09 0，117 0．715 0，129 16．0

1910〜14 0，148 0．685 0，142 15．2
1915〜19 0．172 0．673 0．149 14．7
1920〜24 0．216 0．595 0．139 14．9
1925〜29 0．240 0．703 0．122 14．9
1930− 34 0．293 0，693 0．G97 15．3

1935〜39 0．417 0．567 0．141 14．9

1940〜44 0，467 0．741 0．138 14．6

黒 人

1905〜09 0．245 0．733 0．187 17．3

1910〜14 0．239 0．778 0．216 18．0

1915〜19 0．242 0．697 0．150 18．3

1920〜24 0。258 0．647 0．154 19，4
1925〜29 0．295 0．747 0．092 20．9
1930 〜34 0．285 0．590 0．083 22、0

1935 〜39 0．363 0．611 0．162 20．2

1940〜44 0．484 0．644 0．279 18．2

（出典）T．Espenshode，
“ Marital　Careers　of 　American　Women ：A 　Cohert　Life

　　　Table　Analysis，
”

　J．　Bongaarts，　et．　aL ，　Family　Demegraphy，　Methods

　　　and 　their　Application，　Oxford　University　Press，1987，　pp ．150−168．

低 く離別者で 高 い が，
こ れ は死別は圧倒的 に高齢で 起こ り， 離別は若い 年齢で 起 こ る

割合が 多 い ため で あ る。 離別者の 再婚確率は男子が女子 を上 回 るが， こ の 20年間で は

男子 で は 低 下傾向 ， 女子で は上 昇傾向が み られ ， 男女 の 差 は か な り縮 ま っ て い る

（1985年 に 男子で 71．7％ ， 女子で 60．　0％）。   平均死別期間 （寡夫又 は寡婦期間）は ，

男女 とも こ の 20年間大 きな変化 はな く， 男子で 10年前後， 女子で 16年前後 と女子の 方

が 長 い 。

　同様の 分析が米国の 女子の 1905〜09年 か ら 1940〜44年出生 コ
ーホ ー

トに つ い て 行わ

れ て い る（24）
。 これ らの コ ー ホ ー ト間の 変化をみ る と （表 5 ），   離婚確率は 11．・7〜

24．5％ （前者は 白人 ， 後者は黒人 ）か ら46．　7−’v48 ・　4％ へ と急上昇 して い る 。   離別者

の 再婚確率は一貫 した傾向は み られず ， 白人で 56．7〜 74．1％ ， 黒人で 59．0〜 74．　7％で

あ る。   平均死別期間 の 変化 も小 さ く， 白人で 14．6〜 16．0年 ， 黒人 で 17，3〜 20．9年 に

またが る。

　日本の デ ータ 妹仮設 コ ーホ ー トデ
ー

タ ， 米国は 実際 コ ーホ ー
トデ ータ で あ るか ら厳

密 な比較 は難 し い もの の ，   最近の 日本の 離婚確率は 米国の 3 分の 1 に す ぎず，  日
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（出典 ）総務庁統計局『国勢調査報告』

図 3　 平均 世帯 人員 と世帯 人員別世帯割 合の 推移

本 の 女子の 離別者 の 再婚確率は最近上昇 した もの の 米国 よ りは や や低い
，   日本の 女

子の 死 別者の 再婚確率は米国 と比 べ て 圧倒的に低 い
，   B本 の 女子 の 平均死別期間 は

米国の 白人女子 とほ とん ど変わらな い こ とが分か る 。

5． 家族の 規模 と構造の 変化

　家族 は結婚 ， 出生 ， 死亡 ， 離婚， とい う動態過程を経 つ つ ， その 規模 と構造 を変化

させ る。 個人の 立場か らみれ ば ， 個人が ラ イ フ コ
ー ス の あ る段階で どの よ うな種類の

親族を何人 もちうるか を決め るの は そ の よ うな動態要因で ある 。 血 縁 ， 姻縁関係 とは

別 に 同 一
住居 の 同居人 を批帯 （household） と して と ら え る と ， 世帯 の 規模 と構造 に

は 親族の 同 居 ・別 居慣行 （と くに ， 成人 した 子な い し既婚子 と親 と の 同居 ・別居慣

行） と非親族 （例 えば使用人 ）の 同居の 有無が関係 して くる 。

　 と くに わが 国 の 場合 ， 少 な く と も江戸時代後半以 来近年 に 至 る まで 居住の 規則

（rule 　 of 　residence ） と して 夫方同居が支配的で あ っ たか ら， 世帯 の 規模 と構造の 変

化の 今後の 行方は こ の よ うな居住の 規則が どの 程度続 くか に よ っ て 大 き く異な っ て く

る 。

　世帯規模 の 変化 を1920〜85年の 普通 世帯の 平均世帯人 員の 推移 に よ っ て 眺め て み る

と （図 3 ），
1920年の 4．　89人か らわずか に 増加 して 1930 〜 1955年に は ほぼ 5 人 の 状態

が 続 い た 。 そ の後 は減少傾向 に入 り， 1970年 に は 4 人 を割 り， 1985年 に は 3．23人 （一

般世帯 べ 一 ス で は 3．14人 ） と な っ た（25）
。 また 1960年 を境 と して 大 規模世帯 が急速に
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表 6　 新婚夫婦 の 親 との 同居割合

（％ ）

同 居 し た

結 婚 年 総　数 同居 しな か っ た 不　詳
総 　数 夫 の親 妻の 親

1945〜49年 100．059 ．2 ｝ ｝ 40．8 冖

1950〜54年 100．056 ．5 一 一 43．5 一

1955− 59年 100．042 ．9     57。1 一

1960〜64年 100．041 ．036 ．44 ．7 56．0 3．o

1965 〜69年 100．036 ．53L35 ．2 60，7 2，7

工970〜74年 100．031 。426 ，54 ．9 66．4 2，2
1975 〜79年 100．032 ．127 ．64 ．6 66．0 工．8
1980〜84年 100．031 ．4 ｝ 『 65．8 2．8
1985年以 降 100．030 ．7 一 一 67．9 1．5

（出典）1945〜49年か ら1955〜59年 までの 数値 は，1977年 の 第 7次 ，

　　　1960〜64年か ら1975〜79年 までは ，
1982年 の 第 8 次 ， 1980〜

　　　84年 以降は，1987年 の 第 9次 出産 力調査 に よる 。

減少 し ， 世帯人 員 5 人以 上 の 世帯割合は 1955年の 54。6％か ら 1985年に は 20．0％ へ と低

下 した 。 そ れ とは逆に 単独世帯割合は 1955年の 3．5％ か ら1985年 の 17．5％ まで 急上昇

した 。

　世帯規模の 変化は世帯成員の続柄構成の変化 と相呼応 して い る 。 ユ920年 か ら 1955年

まで の世帯規模が あ ま り変化しなか っ た時期 は非親族世帯員の 減少を親族世帯員の 拡

大が補 っ た時期に あた る 。 ユ955年以降の 世帯の 小規模化の 時期は 単独世帯割合の 増加

と あわせ て 直系的世帯割合が漸減 して い っ た （「そ の 他 の 親族世帯」 割 合が 1955年の

36．　5％か ら1985年の 19．　7％ へ 低 下 した）時期で ある。 全体 と して は ， 世帯 の 構成員の

続柄が単純化 して きた．と書え る 。

　 1920年以 前の 世帯規模に つ い て は よ く分か っ て い ない が ， 宗門入 別改帳 に よ る研究

に よれ ば ， 江戸時代の 初期に は平均世 帯人員が 7〜 8人で あ っ た が そ の 後は 減少 して

江戸末期に は 4 人 ほ どに す ぎ なか っ た こ と を示 す研究 もあ る （26）
。 国際比 較的 に は今

日の 日本の 平均世帯規模は ア ジア， ア フ リカ諸国 よ りは小 さ い が ， 北欧 ， 西欧諸国

（3 人未満） よ りは い くぶ ん大 きく， 南欧，東欧諸国に 近い 。

　 1920〜55年に （そ して ， お そ ら く明治以 降）親族世帯員が増加 し たの は乳幼児死亡

率の 低 下 に よ り平均的 に生存子供数が増 え た こ と に よる もの で あろ う。 その 後の 世帯

の 小規模化 の理 由 として は ，   出生率の 低 下 に よ る平均 子供数の 減少 ，   高度経済成

長期に お け る若者の 移動増大 に よ る親 と未婚子の 世帯分離の 増大 ，   親 と既婚子 の 世

帯分離i，   非親族成員の 減少が 考え られ る 。   ，   の 要因に つ い て は ， 特に こ の 高度

経済成長の 時期 に ，多産i少死の 結果 と して キ ョ ウダ イ数 の 多 い 世代が 青年期 に達 し，
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衰 7　 65歳以上人 口 の 親 族と の 同居率 の 推移

（単位　％）

年　 　 　次
65歳 以上 人 口

（1，000人）

親 族 （主 とし

て 子供夫婦 ）

と同居

夫婦 の み 単独世 帯
そ　 の 　他

（準世 帯な ど）

1960年 　全 　国 5．350 87．4 7．0 3．8 1．8

市　部 2，982 85．8 7．9 3．9 2．4

郡　部 2，368 89．4 5．9 3．7 1．0

1965年　全　国 6，18ヱ 84，3 9．2 4．6 L9

1970年　全　国 7
，331 79，7 11．7 5，3 3．3

市　部 4．642 77．7 12．8 5．6 3．9
郡 　部 2，689 832 9，8 4、8 2．2

1975年　全　国 8，865 74．4 15，1 6．6 3，8

市　部 5，967 72．1 16．5 7，1 4，4

郡 　部 2．899 79．1 12，2 5．7 3．0

工980年 　全 　国 10，647 69．8 18．1 7．8 4．3

市　部 7，313 67ユ 19，7 8．5 4．7

郡 　部 3，334 75，6 14，4 6．4 3。6

1985年 　全　国 12，468 65．5 20．6 9．2 4，7

市　部 8．698 62．8 22．3 10．0 5，0

郡　部 3，770 71．9 16．6 7．5 4．1

（出典）総務庁
「

国勢調査 」 を用 い て筆者が 算定 。

その 多 くが農村か ら都市へ 移動す る こ と tcよ っ て 跡継 ぎ （多 くは長男）以 外の 別世帯

が増加 した こ とが大 きい と考 え られ る（27）
。

　わが国 の平均世帯規模が西欧諸国に比 べ て 大 きい の は ， 親 と既婚子 の 同居率が 高い

ため で あ る。 今， 結婚直後の 夫婦の 親 との 同居率の 推移 をみ る と （表 6 ）， 1940年代

後半の 6 割か ら 1970年代の 3 割 まで 低下 して きたが， その 後の 変化は小 さい 。 同居の

相手は夫方 の親が圧 倒的で あ るが ， 相対的に は 妻方同居が 増加傾向に あ る 。

　他方 ， 65歳以 上 の 人 囗 （老親人 口 ）の 側か ら親族 （主 と し て 既婚子） との 同居率の

推移 をみ る と （表 7 ）， 1960年の 87．4％ か ら 1985年の 65．　5％ へ と緩や かで は あ るが 着

実 に低下 して きて い る。 西欧諸国に お け る老親側か ら見た既婚子 との 同居率は 1割以

下 に す ぎず ， こ の 点で み るか ぎ り日本は ， 変化は しつ つ あ る もの の ， 今 日なお （夫方

同居 を中心 とす る）直系家族制 の 社会 と特徴づ け られ るで あ ろ う 。

　 と こ ろで ， あ る時点で 実 際に 観測 され る （親 と既婚子 と の ）同居率 を そ の ま ま社会

慣習の 現れ と解釈す る こ とに は い さ さか 問題が ある。 戸田貞三 は か つ て ， 日本は 直系

家族制の 国 と言われ なが ら， 1920年 の 国勢調査 にお い て 総世帯 （H ）に 占め る三世代

以上 同居t比帯割合 （3G／H ）が 29％ しか な い の は何故 か と い う問題 を提 起 した
（28）

。 彼
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表 S　 総世帯に 占め る三世 代以上 同居世 帯割合 ：1920

　 　 年 と1985年

年 　次

　｛1＞

観 測値

3G／H

　 

可能値

3G ソH

（3〕

P／H

　（4）

3GソP

　 （5）
’

実現値

3G／3α

1920年
1985年

29，115

．239

．435

．75

．033
，197

．811

．073

．842

．6

注（1）等 ＝ 等 × 一器 一 （吾 ×畢 ）x 器
　（2） 1920年 （大 正 9年）の（1〕，（2＞， （5）の 数値 は ， 戸 田

　 　　貞 三 　『家族構成」 弘文 堂，昭和 12年 に よる。

　（3） 1985年 （昭和 60年）の 〔1）の 数値は 厚生省 大 臣官房

　　 統計 情報部　『昭和 60年厚生行 政基礎調 査報告』

　 　　昭和 61年に よる。

　（4＞ 1985年 の （2）， （5）の 数値は ，戸 田 と 同様 の 方法で

　 　　筆 者が 算出。

は ， こ れ を ， 当時の 人 口学的条件 （初婚年齢 ， 出生率，生存率）か ら推定す る と，三

世代以上 世帯 に居住可能の 祖父 母世帯主人 口割合 （3G γH ）が 小 さ い か らで あ っ て ，

「三 世代以上 世帯 に居住可能の 世帯主人 口 （3G
’
）」 に対す る 「三 世代 以上世帯 に 居

住す る世帯主人 口 （3G に等 し い ）」 の 割合 （3G13G
’

） は73．8％ と きわめ て 高 い こ と を

見 い 出 し ， 当時の 日本で は直系家族制 が支配的で あ る こ と を改め て 確 認 し た
働

（表

8 ）。

　さて ， 1985年に お ける総 世帯 に 占め る 三世代以上 同 居世帯 （3G ）の 割 合は 15．・2％

で あ るが ， 1920年 か らの 65年間に人口 学的状況 も全 く変化 して い る 。 そ こ で 戸田が 行

っ た と同様の 方法で 三 世代以上 同居可能 の世帯主入 口 （3G
’
）を計測 し ，

3G！3G
’

を計

算す る と42．6％ とな る
（30＞

。 したが っ て ， こ の 65年間 に 主 として 生存率の 上 昇に よ っ

て 三世 代以 上 同居の 可能性は高ま っ て い る もの の ， 社会慣習 と して の 三 世代以上 同居

は 着実に 弱 ま っ て い るこ とに な る
〔31）

。

　先に 新婚夫婦 の 側 か らみ た親 との 同居率 （観測値 ）が 1945〜 1970年で は低下 ， そ の

後の 変化 は少 ない こ とを指摘 し た 。 1945 〜 1970で はキ ョ ウ ダイ数の 多い 多産少死世代

が 新婚者に な っ たが ， 親の 側の 生存率 も上昇 した た め ， 新婚者か らみた親 との 同居 可

能性iの 低 下 はそれ ほ ど大 きく なか っ た と考 え られ る 。 した が っ て ， 観測 され た 同居率

が 低下 したの は主 と し て 同居慣行が弱 ま っ た た め と い うこ と に な る 。 1970年以後 は少

産少死世代 （2 人 っ 子世代）が新婚者 となる傾向が 強ま っ た ため 同居可能率 は急上昇

した 。 しか るに親 との 同居率 （観測値）が変化 しな い とい うこ とは同居慣行 その もの

は依然 と して 弱 ま っ て い る とい うこ と に な る
（32）

。
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家族変動 と教育

6． 家族変動 と教育

　明治以降の 近代 化の 過程で 導入 され た学校教育制度は， 産業社会に お い て 要求 され

る知的能力を もつ 人材育成 の 機能を果た して きた。 しか しなが ら学校教育制度は その

よ うな 「顕在機能」 に加えて ， 伝統社会に お い て 家族が も っ て い た知識伝達以外 の社

会化機能 をも弱体化 させ る とい う 「潜在機能」 を も っ た とも言 え る 。 近年急速に 普及

して きた幼稚園， 保育所 は その よ うな歴史の 延長線上 に あ る と考 え られ る。

　学校教育は さ らに家族の人 口学的側面 に も少 なか らぬ 影響 を及ぼ して きた 。 就学年

数の 延長 は家族形成過程の 遅延化一 晩婚化一 の 重要なひ とつ の 要因で あ っ た し ，

最近の 「シ ン グ ル 化」 の 促進要因 と考 え られ て い る 。 それ はま た子供の 養育 コ ス トを

高め 家族拡大の 抑制　　夫婦 の 出生子供数抑制　　の 潜在要因の ひ と つ に な っ て い る

と思われ る 。

　他方 ， 家族の 人 口学的側面 の 変化 は子供 を中心 とする家族成員に と っ て どの よ うな

影響を及ぼ し， それが 又教育に とっ て どの よ うな意味 を もつ の で あ ろ うか 。

　第 1 に ， 晩婚化は ライ フ サ ・イク ル の 遅延化 ， シ ン グル 化 は ライ フ コ ー ス の 選択肢 の

多様化 を表す 。 晩婚化 は夫 あ る い は 妻 と い う社会的役割 ， さ らに は父 ある い は母 と い

う社会的役割 の 取得 を遅 くさせ る。 （出生 を伴 わ ない ）生涯未婚 の 増大 は その よ うな

役割を もた ない 人 を増加 させ る 。

　第 2 に 少産化は ， 親か ら見れば 子供数の 減少 に よ る生活 水準 の 向上 を もたらし ，

「子供 の 質」 の 向上 へ の 関心 を高め た 。 また少産化は ， 子供 に と っ て は キ ョ ウダ イ数

の 減少 を もた ら した 。 さら に ， 平均 2 人強 の 子供数に な っ た こ とで 男女児 を同等 に 扱

う傾向が強 ま り， 家庭内に お け る女児 の 地位が高ま り， 女子の 高学歴化 の 基 礎が築 か

れ た 。 キ ョ ウダ イ数の 減少は ， ま た ， 成人後の （イ ト コ
， メ イ ， オ イな ど）親族関係

の 広が りを減少 させ る。

　ag　3 に死亡 率の低 下，生存率の 上昇は孤 児や里 子を減少 させ て きた 。 反面で ， 近年

の 離婚率の 上昇傾向は父 子家庭や母子家庭 を増加 させ て い る。 また平均寿命の 伸長は

子供 が成人後の 親子関係 を長期化させ て きた 。

　第 4 に ， こ の 親子関係 の 長期化の ゆ え に 三 世代 家族の 同居期 間が 長期化 し， 子供 と

祖父 母 と の 交流 も長期化 して きたが ，

…
方で そ れ が 家族 に よ る老親介護 などの 問題 を

深刻 化 させ る機縁 とな っ て い る 。 反 面，三 世代同居割合 の減少 は子供 と祖父 母 との 接

触 を減少 させ る こ とに つ なが っ て い る 。

　要約すれ ば ， 家族の 人 口 学的側面の 変化は親族の 広が りを著 し く少 な くし， 親族の
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果たす社会的役割の 減少 に寄与 した 。 この よ うに 親族の ヨ コ の広が りが減少 したなか

で ，
「核家族」 世帯 の なか で 親子 とい うタ テ の 関係 だ けは子供 に と っ て 相対的に 強化

され て い る とみ る こ とがで き る 。 しか しなが ら， 明治以降続 い て きた産業化の 過程で

エ ン プ ロ イ
ー
化が進 み， 子供 に と っ て ， 父親 の 存在が 希薄 に な る と と もに，最近 に な

っ て 母親の 雇用労働化 も急速 に 進行 し つ つ あ り， 母親の 存在す ら も希薄に な りつ つ あ

る とも考え られ る 。 女性の 社会進出の 時代 を迎えて ，伝統的家族 ・ 親族が 担 っ て きた

子供の 社会化機能が，今日 ， 家族 ， 教育機関 ， ク ラ ブ組織 マ ス コ ミな どの 問で どの

よ うに 再配分 され つ つ あ るの か ， その なか で 教育組織が 果たす べ き役割は何か が問わ

れ なければ な らない
。

〈注〉

（1） 福武直 r日本社会の 構造 （第二 版）』東大出版会 ， 1987年。

  　山根常男 ・ 他編 「テ キ ス ト ブ ッ ク社会学（2＞一家族」 有斐閣，
1977年 。

（3） 近年 ， 人 口学の
一

部門 と して 家族 人 口 学 （Family 　Demography ） が発達 しつ つ

　あ る 。 従 来の 人 口学 で は個 人 を分析 の 単位 と して きた が ， 家族 人 口 学 は 結婚 ， 夫

　婦 ， 親族 ， 世帯 な ど集団 に 固有の 問題を分析対象 とする 。 ただ し，本稿が扱 う問題

　は家族人 口学 の 範囲 を超 え ， 人 口 学
一

般の 領域 に またが る 。 家族人 口学 に つ い て は

　河野稠果 「家族人 口 学の 展望」 r入 口問題研究』 170号， 1984年， pp ．1−17 。

〔4） 以下宗門人別改帳 に基づ く江 戸時代 の 人 口 動態 に つ い て は ， 速水融 r近世農村の

　歴史人 口 学的研究』東洋経済 ，
1973年， 同 r江戸農民の 生活史』 （NHK ブ ッ ク ス ）

　日本放送出版協会， 1988年 ， 鬼頭宏 r日本二 千年 の人 口 史』 PHP 研究所 ， 1983年 ，

　成松佐 恵了
・r近 世東北農村 の 人び と』 ミネル ヴ ァ 書房 ， 1985年 な ど を参照 。
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“ Age　 at　Marriage　and 　Proportion　Marrying
”

，　Population　 Stud．

　 ies，7−2，　1953，　pp ．111− 136．

　 　 　 　 　 　 49

　　　　　　Σ Cx ＋ o．．5
− 35　r50

SMAM ＝ 15 十
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　　　　　　　　　　　　　　 （た だ し Cx ＋ o，5は セ ン サ ス に お け る年齢別未婚率 ，

　　　　　　　　 1　一　r50

rseは50歳時の 未婚率）。
こ れ は セ ン サ ス に お け る年齢別未婚率 を粗初婚表 （GNT ）

に お ける未婚残存人 口 （Lx ） とみ なし て 平均初婚年齢を計算 した こ とに 等 し い 。

（6） 拙稿 「最近の 結婚の 動 向」 r厚生 の 指標』厚生統計協会， 1991年 1 月 ， pp ．　9− 15。

（7） わが 国の 「人 口動態統 計 」 に お け る婚姻年齢 （届出時の 年 齢）は挙式 時な い し同

　居開始の 年齢 よ りも遅 く ， そ の ギ ャ ッ プ は戦前 に 遡 るほ ど大 きか っ た 。 しか も ， 平

38

N 工工
一Eleotronlo 　Llbrary 　



The Japan Society of Educational Sociology

NII-Electronic Library Service

The 　Japan 　Soolety 　of 　Eduoatlonal 　Soolology

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 家族変動 と教育
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　Their 　Application
，
　 Oxford 　University　 Press， 1987，

　 pp．150一ユ68．

  　国勢調査に お け る 「普通世帯 ・ 準世帯」分類と 「一般世帯 ・施設等の 世帯」 分類

　は，下宿や独 身寮な どの 単身者が ， 前者で は準世帯 に ， 後者で は
一

般世帯 の 単独 世

　帯 と して 扱われ て い る点で 異なる。 普通世帯の 平均世帯人員は ， 単独 世帯が少 な い

　分だ け一
般世帯の 平均世帯人 員を上 回 る 。

  　速水融 r近代農村 の歴史人 口学的研究』 前掲。 西欧社会で も前近代 の 世帯規模は

　それ ほ ど大 き くなか っ た こ とが 分か っ て きて い る （例 えば 16〜 18世紀 の イギ リス の

　平均世帯人員 は 5 人前後 にす ぎない ）。
Peter　Laslett（ed ．），

　Househ 。ld　and 　Fami −

　ly　 in　Past　Time
，
　 Cambridge 　 University　Press

，
1972．

鋤　伊藤達也 「年齢構造の 変化 と家族制度か らみ た戦後の 人 口 移動の 推移」 r人 口 問

　題研 究』 172号，
1986年 ， pp ，24−38，

鰌　戸田貞三 r家族構成』 弘文堂 ， 昭和12年。

  　三 世代以 上 同居 可能人 口 （3G
’

）は 男子直系の 類型 に 限 られ ， 長 男夫婦 と同居

　 し， その 長男夫婦 が最初の 子供を もち うる年齢層の 「有配偶 ， 死 別 ， 離別の 男子 と

　死別 の 女子」 と定義 され る 。 し たが っ て ， それ は 同時 に三 世代以上 同居可能世帯数

　で もあ る 。 本文で は こ の 意味で の 祖父母人 口 と三 世代以上世帯数 とが
一

致す る こ と

　 を明確に す るため
， 祖父 母人 口 を世帯主 と仮 に定義 した 。

　 　 　 　 3G 　 　3G ’
　 3G

　また 　
一
貢
幽＝ 』

了rX 　3G
’

Bo＞ 人 口 学的条件 と して （1＞初婚年齢 は夫27歳 ， 妻23歳 ， 〔2）出生間隔は結婚後 2 年で 第

　 1子 ， そ の 3 年後に 第 2 子 ， 13）長 男が 第 正子 を生む まで の 生存確率は 1 ， と仮定 し

　 た 。

　　 こ れ に よ っ て 3G7H を計測す る と35．7％ とな り， 1920年の 39．4％ よ りい くぶ ん小

　 さ くなる 。 これ は生存率 の 上 昇 に よ っ て 三世代同居 可能人 口 割合が増 えて い る とい

　 う直観 と矛盾す るか に思 え る。
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しか るに
3G

’
　 P　　3G

’

T
＝
百

× T
一 ゆ ん

　 （3G
’
／H ）は平均世 帯入員 （P／H ） と総人 口当 た りの 三世代 同居可能人 口 （3G

’
1P）

　の 両者の 影響 を受け るこ とが分か る 。 表 8 に 示 され る よ うに ， 1920 〜 85年 に は （3

　G7P ）は確か に 上 昇 した もの の ，
　 P／H が低下 した た め に 3G

’
／H が低下 し た もの で あ

　 る。

BD 同 じ現象に つ い て ， 異 な っ たモ デ ル に よ っ て ， 戦後の 65 〜 69歳人 口 の 子 との 同居

　率の 低下 を分析 した広嶋 は ， 同居可能率は変わ らな い に もかかわ らず同居率が 低下

　した の は もっ ぱ ら同居実現率 （す なわ ち同居慣行）が 低下 し たか ら と結論づ けた 。

　　広嶋清志 「戦後 日本に お け る親 と子 の 同居率の 人 口 学的実証分析」 r人 口問題研

　究』 169号 ， 1984年 ， PP．　31−42．

  　広嶋 ， 前掲論文 。
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